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本稿は，約半年に1度，放送に関連する新サービスや政策の最新動向を俯瞰し論点を提示するシリーズの第3
回である。今回は，2018 年 8月から2019 年1月までを対象とする。

この期間の政策動向としては，総務省の「放送を巡る諸課題に関する検討会（以下，諸課題検）」でNHKの常
時同時配信実現に向けた放送法改正の議論が佳境を迎えたことが大きな動きであった。改正の“条件”とされて
いたうちの1つ，受信料のあり方の見直しとしてNHKから値下げが示され，民放の広告つき無料見逃し配信ポー
タルTVer への参加の検討も表明された。また11月には諸課題検で「放送事業の基盤強化に関する検討分科会」
が立ち上がり，主に経営の観点からローカル民放の未来像に関する議論が開始された。そして12月には自由民
主党の「放送法の改正に関する小委員会（以下，自民小委）」が，ローカル民放の“積極的な再編”を盛り込んだ
第二次提言を公表した。

本稿は上記の最新動向を織り込みながら大きく3つの柱で構成する。1点目は，ここ数年，放送の未来像は「政
治」や「黒船」といった“他者”主導で考えることを余儀なくされ，そのことが放送事業者やその周辺でさまざま
な対立と疑心暗鬼を引き起こしてきたが，今後，それらをどう乗り越えていくべきかを考える。2点目は，課題が
増大する地域社会の中で，主体的に存在意義を見いだそうとさまざまな取り組みを実践する地域メディアの最新
動向をみていく。ここで自民小委の第二次提言にも触れていく。3点目は，2018 年後半の放送関連の政策動向に
おいて最も大きく動いたNHKを巡る動向を整理する。

これからの“放送”はどこに向かうのか？Vol.3
～地域メディアとしての存在意義～  〈2018 年 8月～ 2019 年1月〉

メディア研究部  村上圭子

はじめに

本稿は，2013年から約半年に1度，放送に
関連する新サービスや政策の最新動向を俯瞰
し論点を提示する「「これからのテレビ」を巡る
動向を整理する1）」の続編として立ち上げたシ
リーズの第3回である。2017年後半の第1回と
2018年前半の第2回では，安倍総理大臣の諮
問機関である「規制改革推進会議（以下，推進
会議）」の放送改革を巡る議論と，推進会議に
対応して進められた総務省の「放送を巡る諸課
題に関する検討会（以下，諸課題検）」の議論
を中心に，そこから見えてくる放送の未来像を
考察してきた 2）。

第3回の本 稿は，2018年8月から2019年1

月までを対象とする。この期間は，諸課題検
でNHKの常時同時配信実現に向けた放送法
改正の議論が佳境を迎え，改正の“条件”と
されていたうちの1つである受信料のあり方の
見直しとして，NHKから値下げが示される等，
NHKを巡る動向が大きなトピックであった。ま
た2018年11月には諸課題検で「放送事業の基
盤強化に関する検討分科会（以下，基盤強化
分科会）」が立ち上がり，主に経営の観点から，
ローカル民放の未来像に関する議論が開始され
た。そして12月には，自由民主党の「放送法
の改正に関する小委員会（以下，自民小委）3）」
が，ローカル民放の“積極的な再編”を盛り込
んだ第二次提言 4）を公表した。本稿ではこれら
のテーマについて，議論の経過を整理したうえ
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で，今後考えていくべき論点を提示していく。
以上のように，対象とする時期に起きた最

新動向を取材し，全体像を俯瞰することで論
点を導き提示していくことが本シリーズの主眼
である。ただ，総務省での政策議論や，推
進会議や自民小委といった政治主導の議論が
活発になり，筆者の論考がこうした議論への
放送事業者の反応を追う内容になればなるほ
ど，その論考は放送の番組やサービスの受け
手となる国民や社会にどこまで意味のある内容
となっているのか，と考えることも増えてきて
いる。筆者自身が放送事業者の一員である以
上，業界内のいわば内輪ともいえる論理にまっ
たくとらわれずに動向を認識できているとは言
いきれないし，“21世紀に残された最後の護送
船団”と揶揄されることもある放送業界と総務
省との関係を，どこまで客観的に見つめて論点
を提示できているかと問われると不安も残る。

一方で，政治主導の議論は国民目線が意識
されている反面，複雑な現状を単純な図式に
当てはめたり，“極論”が提示されたりすること
も少なくない。こうしたわかりやすい議論に自
身の座標軸が引きずられすぎていないかについ
ても自己検証していかなければならない。

さらに，対象時期の最新動向の枠には収ま
りきらないが，放送事業者自身が新たな取り組
みを切り拓きつつある“胎動”や，課題を抱え
る地域社会がメディアに対して新たな役割を求
め始めている“潮流”等，放送の未来像を考え
るうえで敏感に感じ取るべき“時代の空気感”
をどこまで記録できているかと考えると歯がゆ
い思いもある。

そのため本稿では，執筆時点における“放
送の未来像”に関する筆者の認識をベースに
本論を組み立てるというスタイルをとってみた

い。最新動向を俯瞰する 5）本シリーズの主眼は
維持しつつも，それに終始することなく，2013
年からシリーズを連載し続けている筆者の視点
をより生かして“今”を見つめていく。

本稿は大きく3つの柱で構成する。1点目は，
ここ数年，放送の未来像は「政治」や「黒船」
といった，いわば“他者”主導で考えることを
余儀なくされてきたが，それは事業者の間に何
を引き起こしてきたか，そして事業者は今後どう
すべきなのかを考える。2点目は，課題が増大
する地域社会の中で，主体的に存在意義を見い
だそうとさまざまな取り組みを実践する地域メ 
ディアの最新動向について見ていく。ここで自民
小委の第二次提言についても触れていきたい。
3点目は，2018年後半の放送関連の政策動向
において最も大きく動いたNHKの常時同時配
信や受信料問題についての動向を整理する。

1. 2019年の放送の未来像議論に向けて

ここ数年，放送事業者は自らの未来像を他
者に“主導”される形で考えることを余儀なく
されてきた。1つは放送政策における“政治主
導”であり，もう1つは配信市場におけるグロー
バル企業，いわゆる“黒船主導”である。この
2つの“主導”は，放送業界に変革のきっかけ
をもたらしたという点では意義はあったと言う
こともできよう。一方で，主体的なきっかけで
なかった分，業界内やその周辺で，対立とも疑
心暗鬼ともいえる状況を引き起こしてきた。そ
れは少なからず現在もくすぶり続けている。　

この状況を越えて，放送事業者が“主体的”
に，かつ国民のニーズや社会の動向を意識した

“独善的ではない”歩みを進めていくことがで
きるかどうかが，2019年以降の放送の向かう
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図１　“放送の未来像”を巡る国の議論

先を決めるのではないかと筆者は考えている。
そのため本章ではまず，ここ数年の2つの“主
導”とそれがもたらした状況について，今日ま
での流れを筆者なりの認識で振り返り，最後
に問題提起をしていく。

1-1　2 つの“主導”とそれがもたらしたもの

＊放送政策における政治主導

まず政治主導についてである。2018年12月
に第二次提言をまとめた自民小委だが，最初
に提言をまとめたのはその3 年前，2015 年9
月であった 6）。第一次提言の主眼はNHKの常
時同時配信実現と受信料制度改革であり，そ
れから3 年以上，総務省の諸課題検をはじめ
とした議論の場で論点となってきた。そして
2017年末からは周波数の有効利用を主眼とし
た推進会議での議論が開始され，そこでの問
題提起を受ける形で諸課題検内に分科会が設
けられてきたことは前述したとおりである。自

民小委の第一次提言直後に開始された諸課題
検は，まさに政治主導の“受け皿”であると
言っても過言ではないだろう（図1）。

2015年から約3年の議論の中で，最も多方
面で対立や疑心暗鬼の状況が見られたテーマ
は同時配信である。政治サイドから常時同時
配信の実施を提言され，自身も実施の希望を
表明したNHKと，NHKの実施に対して民業
圧迫等の理由から懸念を示す民放，新聞社と
の間では当初から対立が続いた 7）。その状況
は，諸課題検の議論や民放連や日本新聞協会
が提出した意見書，それらを報じた新聞等で
多くの国民の知るところとなった。

また，諸課題検の議論では当初，NHKと
民放127局が一緒に，現在の放送対象地域
に対して地域を制御する形で常時同時配信
を実施することが望ましい，という論調が強
かった。そのことを巡って，民放内部は混乱
ともいえる状態に陥った。当初から，自局で

（～ 18 年 5 月）

（～ 18 年 6 月）
放送サービスの未来像を見据えた周波数有効活用に
関する検討分科会

衛星放送の未来像に関するWG

放送用周波数の活用方策に関する検討分科会（18 年 11 月～）

新たなCAS機能に関する検討分科会（18 年 12 月～）

放送事業の基盤強化に関する検討分科会（18 年 11 月～）

電波有効利用成長戦略懇談会（17 年 11 月～ 18 年 8 月）

放送を巡る諸課題に関する検討会（15 年 11 月～）

自民党・放送法の改正に関する小委員会
第一次提言（15 年 9 月）

内閣府・規制改革推進会議
〈総理大臣の諮問会議〉

投資等 WG（17 年 10 月～ 18 年 6 月）

自民党・放送法の改正に関する小委員会
第ニ次提言（18 年 12 月）

18 年 9 月　第二次取りまとめ

18 年 6 月　第 3 次答申
12 項目提示

18 年 8 月　報告書公表
放送事業者の電波利用料値上げへ

18 年 8 月　最終答申公表
同時配信促進へ

情通審・放送コンテンツの製作・流通の促進等に関する
検討委員会（16 年 11 月～ 18 年 7 月）

親会：常時同時配信
　　　NHK の三位一体改革

※　　　  　は現在（2019 年 1月末）継続中
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ほとんどの番組を制作している在京キー局（以
下，キー局）と，編成表の半分以上をキー局
の番組が占めるローカル局の間には，当然の
ことながら受け止めに温度差があった。“常
時”同時配信の実施については民放全体が
消極的であったものの，個別番組の同時配
信についてはビジネスモデルを含めて模索状
態にあったため，自社制作番組を多く抱え
るキー局は系列局に対して自身のスタンスを
明確に示さなかったし，示せなかったので
ある。そのためローカル局の間では，キー
局は自身の発局番組（ネット枠）をどんどん
全国に同時配信していくつもりなのではないか，
といった疑心暗鬼が膨らんでいったのである。

さらに対立が激しかったのが，放送事業者と
権利者団体の間である。総務省では，同時配
信を円滑に進めていくための著作権処理の方
策について，新たに情報通信審議会で委員会 8）

を立ち上げ，約2年にわたって議論が続けられ
てきた。放送事業者側は実演家等の権利者団
体に対して，改めて許諾を得る手間とコストが
発生する許諾権（送信可能化権）ではなく，配
信後の事後処理対応が可能な報酬請求権とし
て対応してほしい等の要望を持っていた。そ
れに対して権利者団体側は，放送事業者の間
で常時同時配信を実サービスとして実施してい
くかどうかの合意もなされていない中で，権利
者に対して権利を切り下げる9）ような要求をして
くることはおかしい，との強い反発があった。
結局，最後まで両者の溝が埋まることはなく，
2018年8月に最終答申が公表されたあとは，継
続して議論する公の場もなくなってしまった 10）。

NHKの常時同時配信については，2019年
の通常国会で放送法改正を行うよう，自民小
委の第二次提言で改めて示されている。ただ，

仮に法改正が行われたとしても，これまでに示
してきたような業界内外の対立や疑心暗鬼の多
くは，課題としてくすぶり続けていくだろう。

＊配信市場における「黒船」主導

もう1つの“主導”のきっかけも2015年にさか
のぼる。当時，黒船というキーワードが業界内
のあちこちで飛び交った，アメリカの有料動画
配信サービス，NetflixとAmazonプライム・ビ
デオ（以下，Amazon）のサービス開始である。
黒船と恐れられたほどには多くのユーザーを獲
得するには至っていないものの，Amazonは国
内の有料配信市場の中で，頭1つ出た存在とし
て順調にユーザーを増やし続けている11）。また，
オリジナルコンテンツ制作に投じる彼らの資金
力が，日本のコンテンツ制作のあり方に変革を
起こしていることは間違いない。

翌2016年には，イギリスのPerform Group
が運営するDAZNがサービスを開始し，今や
スポーツのライブ配信市場を席巻する勢いでコ
ンテンツの数を増加させ続けている。また，動
画配信サービスが急速に拡大する中，その基
盤となるCDN 12）事業においては，アメリカの
Akamai Technologiesが日本市場で圧倒的な
存在感を持つようになってきた。さらに，ユー
ザーのネット上の行動履歴（ログデータ）がビ
ジネスにおける大きな価値となる中，GAFA13）

と呼ばれるアメリカのプラットフォーム事業者と
どう向き合うかが，放送事業者のみならず，国
全体としての重要な経済・社会問題となってい
る。以上のように，配信市場においてはグロー
バルな市場で勝負する巨大企業，つまり黒船
にどう対応していくかが，放送事業者のコンテ
ンツ戦略を見定める大きな要素となっているの
である。
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こうした中，黒船に対してオールジャパンで
対抗していこうと呼びかけ続けてきたのが日本
テレビ（以下，日テレ）である。アメリカ国内で
Netflixが急速に躍進をとげていた2014年に
Huluの日本向け事業を買い取り，「日本テレビ
ではなく日本のテレビ局のプラットフォームを目
指す」と宣言したことは記憶に新しい。翌2015
年には，GoogleのOSであるAndroid TVが
搭載されたスマートテレビが国内で発売され
る中，放送局主体による視聴履歴データ（視
聴ログ）の収集，解析，活用を手がける会社
HAROiDを設立した。2016年には，配信サー
ビスにおいても放送と同様，ハード・ソフトの
一体運営が必要だとの認識でCDN事業にも
乗り出した。それが，ISP事業 14）を手がける
インターネットイニシアティブとともに設立した
JOCDNである。のちに他局にも出資を呼びか
け，現在，在京キー 5局および在名阪各局合
わせて15局が資本参加している。2018年には
民放連会長社となったことに伴い，民放の見逃
し配信の共通ポータルサイトTVerの事務局を
TBSテレビから引き継いだ。TVerは2018年
10月にはダウンロード数が1,500万を超え，広
告つき無料配信サービスの中ではかなりの存
在感を持つようになっている。こうした中，日
テレを中心に今後どのようなビジョンを描くのか
が注目されている。さらに2019年には，NHK
のJOCDNへの出資やTVerへの参加の検討と
いった，配信分野におけるNHKと民放の協調
も本格化する見通しが出てきている15）。

以上の一連の動向は，地上放送事業者が
協調して，並み居るグローバル企業に挑もうと
する姿に映る。しかし，日テレ以外の各局を
取材すると，“黒船主導”に“日テレ主導”で対
応していく動きに対して思いは複雑である。各

局ともそれぞれの配信戦略を持ってサービスを
展開する中，共通プラットフォーム戦略が日テ
レ主導で行われていくことへの懸念がある。ま
た，協調領域の構築について総論では同意す
るところが少なくないものの，どこまでオール
ジャパンで進めるべきなのかについては温度
差もある。協調領域へのNHKの参加も民放
にとって大きなトピックであることは間違いない
が，その進め方に対しても考え方の違いがある
ようである。これらが，ここ数年，業界の旗振
り役を自他ともに認め，2018年からは民放連
会長社となった日テレに対して，業界内で時に
対立，時に疑心暗鬼ともいえる状況を生んでい
るのである。

1-2　対立や疑心暗鬼を超えられるか

筆者はこうした状況を必ずしもマイナスばか
りだと言うつもりはない。対立することで論点
が明確になれば，解消する道筋を探ることも
できるし，そこから新たな協調や役割分担の
姿が見えることもあるからである。ただしそれ
が，変化を嫌い，改革を阻止するための業界
内における“内向きで後ろ向き”な対立や疑心
暗鬼だとしたらマイナスでしかない。国民不在
のこうした姿勢は，国民，つまり視聴者もしく
はユーザーに敏感に感じ取られてしまうだろう
し，放送事業者が，自身を“公共的役割を果
たす存在である”と主張すればするほど，そ
の主張は空 し々く響いてしまうからである。

では，もしもその対立が，それぞれの事業
者が思い描くサービスの理念やビジョンにつ
いての“外向きで前向き”なものであったとし
たら，対立にはどのように対処していったらい
いのだろうか。筆者は，関係者間で何らかの
合意が求められる局面においては，“対等”か
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つ“本音による”コミュニケーションが行われ，
それがプロセスも含めて共有されることが重要
であると考える。先読みが難しいテーマであれ
ばあるほど，そう心がけなければならないだろ
う。また，簡単に合意できないテーマについて
は，コミュニケーションの場をなくさないことが
最も重要であろう。ここ数年の放送の未来像
議論の中で，それがどこまでできてきたか。コ
ミュニケーション不足がさらなる対立や疑心暗
鬼を引き起こしてはこなかっただろうか。

いずれにせよ，業界内やそれを取り巻く周囲
を巻き込んだ対立や疑心暗鬼の状況の長期化
は，放送業界全体の変革を一層遠のかせてい
くことは間違いない。そしてそのことは，視聴
者，ユーザーの離反を生み，さらなる他者主
導を招き入れることになるのを，放送事業者は
肝に銘じておく必要がある。

1-3　主体的であり独善的ではない歩みを

2018年6月，大久保好男民放連会長が就任
会見で，「自分たち自身でどう放送の未来像を
描いていくのか，それを民放連の中で進めて
いきたい16）」と宣言したことは前回取り上げた。
民放連会長であり日テレ社長という立場で，こ
れまで述べてきたような状況をどう打開してい
くのか，その手腕に注目している。

また，民放連では現在，放送の未来像に関
するさまざまなテーマの議論が重ねられている
というが，その積み上げの一端が垣間見られ
たのが，2019年1月17日に行われた諸課題検
の基盤強化分科会でのプレゼンであった。

この分科会は，人口が減少する地域におい
て，いかにローカル民放の経営の基盤を強化し
ていくかが主要なテーマである。民放連は各
局の報道に臨む姿勢，番組制作への情熱，地

域への思い等について，のべ1時間近くの大プ
レゼンを行った 17）。これまで筆者が傍聴してき
た国の会議では，民放連が代表して事例をま
とめて報告するか，個別の事業者が自局の取
り組みをそれぞれ報告するか，のいずれかのス
タイルであったが，今回は事業者の中で全体
の進行役を立て，具体事例のところでは個々
の事業者が入れ替わり立ち替わり映像を交え
ながら説明していくという演出がとられていた。
一糸乱れぬプレゼンとわかりやすい構成は，
さすが放送事業者の手によるものといった感じ
であり，1つの番組を見ているようであった。

分科会の構成員は，有識者をはじめとした
いずれも非放送事業者であるが，このプレゼン
は，彼らがローカル民放の実情を理解するのに
大きく寄与したようである。それは，野村総合
研究所の北俊一氏の「僕はいつも厳しいことを
言うのだが，今日は素晴らしいプレゼンだった。
ローカル民放の課題はかなり明確になった」と
いうコメントに象徴されていたように思う18）。

筆者はこの会議を傍聴していたが，これまで
国の会議ではあまり議論されてこなかった，メ
ディアの本質である報道姿勢等にしっかり踏み
込んで具体的な放送の内容が紹介されたこと
は，放送メディアがこれからも日本社会の民主
主義のために役割を果たしていく決意を示した
という意味で，非常にいい機会となったのでは
ないかと思った。一方で「まとめ」パートでは，
県域免許の見直しといった，自民小委の提示
したローカル民放の“積極的な再編”等の論点
については議論を避けるような姿勢を示したこ
と，また「課題と展望」パートでは，地域コン
テンツのネット配信，海外展開，地域創生イベ
ントの展開，災害対策の充実について“支援の
お願い”に終始したことについては少し残念な
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印象を受けた。この日のプレゼンは，放送事
業者による“主体的”なものではあったものの，

“独善的ではない”とはいえなかったのではな
いかというのが，筆者の偽らざる感想である。
この日の議論の内容については，次章で改め
て触れたい。

大久保会長の新体制のもとで一枚岩をア
ピールした民放連だが，基盤強化分科会の議
論はまさにこれからが本番である。自身が主
張したいことだけでなく，自身の主張と異なる
多様な意見にもきちんと耳を傾けて本音で向き
合っていくという，民主主義の基盤の役割を果
たす事業者らしい姿勢を，報道や番組制作の
現場だけでなく，自身の未来像を検討する議
論の場でこそ見せてほしいものである。

2. 地域メディアとしての存在意義

本章では，ローカル民放，ケーブルテレビ，
NHK地域局と，制度的には異なるが，地域に
どう貢献し地域の未来に何ができるか，という
観点で取り組みを進める事例を横断的に見てい
きたい。過疎化が急速に進行する地域に基盤
を置く局では，再編や統廃合といった厳しい構
造変化の波が間近に迫っているのではないか，
との危機感が強まっている。こうした中，構造
変化の足音に身をすくめるのではなく，課題が
増大するこれからの地域社会においてこそ，メ
ディアとしての出番があるのではないかと考える
局が増えているように感じる。こうした動きが，
単に自らが生き残るための事業者の“独善的な”
発想ではなく，地域との向き合いの中から生ま
れてきた“主体的”な取り組みが多いことに注目
したい。壮大なプロジェクトからささやかな試
みまで，具体的な事例を体系化して見ていく。

そのうえで，課題や今後の論点について触れる。
なお，取り上げる事例については，筆者がこ

れまでに現地に足を運んだり取材したりした範
囲にとどまっていること，前章で触れた諸課題
検の基盤強化分科会のプレゼンで民放連が紹
介した事例は極力外したことをあらかじめ断っ
ておく。

2-1　地域と網羅的につながる

＊九州朝日放送の取り組み

地域とのつながりの構築において，2019年1
月に挑戦的な取り組みを開始したのが，福岡県
の九州朝日放送（以下，KBC）である。「KBC60
市町村情熱プロジェクト ふるさとWish」と名
づけられたこの取り組みは，福岡県の60市町
村すべてを1週間ずつキャラバンし，その間は
毎日，テレビやラジオで当該市町村の現場か
らの生中継や企画ものを制作し，ウェブサイト
やSNSでも情報を発信，イベント等も行って
いこうというものである（図2）。

表1は，1月第2週の7日に行った久留米市
の1日分のオンエアリストである。このようなス
ケジュールを1週間毎日こなし，かつこれを60
市町村を回り終える2020年3月まで続けていく
というのだから，計画は壮大だ。

さらに，この取り組みをきっかけに，KBC
ではすべての市町村と防災協定を締結しようと
している。災害時には市町村発の災害関連情
報をテレビ，ラジオ，ウェブサイト等で伝達し，
平時には防災への取り組みとして，その市町村
に特化した防災ビデオを作成し，それを活用し
た学校での防災出前授業を行うという。例え
ば久留米市の防災ビデオは，1953年に筑後川
が氾濫して大きな被害があった様子を，過去の
アーカイブ映像等も使いながら作成している19）。
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1月末現在で，13自治体と協定を締結している。
この取り組みを担当する地域企画部では，

すでに60市町村すべてに足を運び，役場や地
域の団体，企業等とのディスカッションを続け
てきた。部を統括する地域共創ゼネラルプロ
デューサーの大迫順平氏は，長らく報道・情報
番組に携わってきたが，これまでいかに自分た
ちが県庁所在地である福岡市一極集中の視点
でものを考えていたのかを痛感していると言う。
これまで国のコンテンツ海外展開の支援の枠

組み 20）を活用し，福岡の
魅力を海外に伝える取り
組みも行ってきたが，どこ
まで地域の本当の魅力を
理解できていたのか……。
プロジェクトのねらいの冒
頭には，「KBCのテレビ，
ラジオをはじめ，KBCで
働くすべての人たちが福岡
全 60市町村の声に耳を傾
け，足を運び，地域と向
き合います」との宣言があ
る。大事なのは“働くすべ

ての人たち”というところだ。
また，こうして放送局が市町村とつながりを

持つ場合，市町村からの広報予算やイベント
の受託等，何らかの収益化を考えるのが通常
で，最低でも実費の請求ぬきには考えられない
だろう。しかしKBCの場合，完全に自社負担
でこのキャラバンを企画している。1巡目の60
週は収益化を考えなくていい，2020年3月ま
では局の未来像構築に向けた“種まき”だとい
う，強い経営判断がそこにはある。

番組名 テレビ/ラジオ 内容

1
月
7
日

「アサデス。KBC」 TV 「ふるさとWish」スタート
「川上政行　朝からしゃべりずき!」 ラジオ ラーメン記者が丸星ラーメンを紹介
「ガブリナ」 ラジオ ジャンボが久留米のスポットに突撃＆難問クイズ出題！
「サワダデーズ」 ＴＶ 焼き鳥と久留米の関係や歴史について焼き鳥を食べながら
「ガブリナ」 ラジオ 「松田聖子」の同級生・倉富さんが語る久留米事情
「PAO ～ N」 ラジオ 当日開催の伝統行事「鬼夜」の様子を生中継！
「夕方じゃんじゃん」 ラジオ リスナープレゼントあり！地元民にも難問！？久留米クイズ
「シリタカ」 ＴＶ 板前の反対を押し切って女将が考案した，仰天魚メニューとは？
「長浜横丁」 ラジオ リスナーから募集した久留米の魅力をキャッチコピーで紹介
「まるごと1週間!　ふるさとWish」 ＴＶ 「ふるさとWish久留米市」のラインナップ紹介
「ドォーモ」 ＴＶ 古写真，当時のパンフレット，アーカイブ映像をもとに久留米の歴史をひもとく

図 2　「ふるさと Wish」展開カレンダー

表 1　「久留米 Wish」オンエアリスト

出典：KBC 記者会見資料

出典：KBC
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＊南日本放送の取り組み

そんなKBCが，地域密着メディアの先輩と
して多くの取り組みを学んだと語っているのが，
鹿児島県の南日本放送（以下，MBC）である。
MBCは民放の中でも，筆者が知る限り最も古
くから，そして最も積極的に地域密着の取り組
みを進めてきた局の1つである。MBCは2013
年から，毎週1つの市町村に密着して番組等で
取り上げる「ふるさとウィーク」を実践しており，
KBCの「ふるさとWish」はまさにこれをモデル
としている。またMBCは，県内すべての市町
村と覚書を交わし，災害時はもちろん，平時の
さまざまなお知らせやイベント情報等についても
データ放送に表示するサービスを展開している

（図3）。MBCは市町村側が入力するシステム
を独自に開発し，システム入力支援のために全
市町村に出向き，そこで交流も行う「ふるさと
エリア会議」を開催するという徹底ぶりである。
2018年9月からはデータ放送だけでなく，アプ
リでも同様の情報が展開できるよう機能を拡張
した。これらの取り組みはすべて無償で行われ
ている。

こうしてMBCは5年以上かけて市町村との
関係を構築してきたが，KBCはそんなMBC

の姿に1年強で追いつこうとしているように見
える。そしてKBCの取り組みの詳細を見ると，
MBC以上に充実しているものもあるようで，
MBCで地域とのつながり作りを進めてきた編
成局長兼部長の切通啓一郎氏は，KBCの挑
戦に大いに刺激を受けているようである。テレ
ビ朝日系列のKBCとTBS系列のMBCが，地
域を越え系列を越えて，地域メディアとしての
理念を共有し切磋琢磨する姿は，地域から放
送の未来像を創っていく新たな胎動であるとい
えよう。

再び MBCの地域密着の取り組みに戻ろう。
MBCは市町村だけでなく，地域におけるあら
ゆるメディアともつながっている。その背景に
は，有人離島26を抱え毎年のように台風に見
舞われる地域事情がある。県内のほとんどの
コミュニティ放送局やケーブルテレビと10年以
上前からネットワークを構築し，災害時だけで
なく日常的に互いの放送に出演する等の取り組
みを続けてきた。2018年9月の台風 24号で，
奄美大島のコミュニティ放送局，あまみエフエ
ムが親局の送信所の倒壊で放送できなくなっ
た際には，相談を受けたMBCラジオが，あま
みエフエムが続けていたラジオの音声を自局

図 3　データ放送自治体広報（MBC）

出典：MBC
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の奄美地方向けの放送波でそのまま流すとい
う判断を行った。平時のネットワークが有事の
臨機応変な対応につながった好例であろう。

そして近年では放送だけでなく，新聞やタウ
ン誌，さらにネットメディアやドローン操縦士に
までネットワークを拡張している。中でもドロー
ンに関しては，県内の50人以上の操縦士や団
体とともに「ドローンネットワーク会議」を設置
し，2017年10月からは毎週日曜日に，彼らが
撮影した映像を中心に紹介するミニ番組を放
送している21）。番組には離島をはじめ鹿児島
全域に住む操縦士が撮影した地域の魅力あふ
れる映像が集まり，その映像は放送だけでな
く，MBCのウェブサイトで全国に配信している。
ネットワークのメンバーには，災害時に地域の
被害状況等を撮影し，その映像を提供してく
れる人もいる。操縦士にとっては放送局から番
組という発表の場が提供され，放送局にとって
は操縦士から取材に行けない地域の映像が提
供されるという，WIN-WINなつながりが構築
されているのだ。

前述したMBCの切通氏は，こうしたつなが
りの構築に最も重要なことは，地域との“対等
な関係性”だと言う。「地上波放送という影響
力の大きいメディアであるがゆえに，少しでも
我々が驕っているとか上から目線だとか感じら
れてしまったら，関係性は継続できない。地域
とのつながりの中にこそ我々の存在がある」と
いう言葉からは，これまで平坦な道のりでつな
がりを構築してきたわけではないMBCだから
こその重みを感じた。

2-2　地域課題に対して何ができるか？

KBCやMBCのような地域全体を網羅するつ
ながり作りや，マネタイズを度外視した取り組

みは難しくとも，地域で何らかの役割を果たし
たいという思いは，各局やそこで働く社員には
必ずあるはずである。問題は，それをどううま
くビジネスに結びつけていくかであるが，その
前提として，すぐにビジネスとして花開かなくて
も，直接的に結びつかなくても，地域のために
取り組みを継続するという息の長い判断をとれ
るかどうかが重要である。本節では，特に地
域の課題に対する取り組みという観点から，各
局の最近の事例を紹介していきたい。

＊「4つの空洞化」と地域メディア

地域課題に向き合う事例を紹介するにあた
り，まずその方向性を体系化していくための軸
を提示したい。その軸とは，農業政策，地域
ガバナンスが専門の明治大学教授の小田切徳
美氏が提唱する「4つの空洞化」である22）。今
日，過疎化や経済の疲弊など，地域社会が抱
える課題は増す一方であるが，農山村部はすで
に高度経済成長期からこうした課題を抱えてお
り，小田切氏は長年警鐘を鳴らし続けてきた。

4つの空洞化とは，「人」「土地」「ムラ」そし
て「誇り」の空洞化である。小田切氏によると，
人の空洞化は「過疎の問題」を生み，それは
土地の空洞化，つまり農業や工業等の立地条
件に恵まれない地域が置き去りにされる「中山
間地域の問題」につながっていく。さらにそれ
はムラの空洞化，つまりコミュニティーの崩壊な
どの「限界集落の問題」を引き起こすことにな
る。その根底では，人々がその地域に暮らす
こと自体に誇りを持てなくなる，つまり誇りの
空洞化が進行しており，これが最も深刻な課
題であるという。

筆者が小田切氏の講演を最初に聞いたのは
10年近く前である。その当時から，この4つの



12 MARCH 2019

空洞化に対して何ができる
かを考えることが，地域メ
ディアの未来像を考える1
つのヒントになるのではな
いかと考えてきた。こうし
た視点で取材を続ける中，
ここ1年ほどの間に，事例
が急速に増えているような
印象を持つ。これは安倍
政権による地方創生 23）関
連施策で市町村に交付金
が出たり，政権が掲げる

「Society 5.0 24）」や国連が掲げる「SDGs25）」等
で，“地域の課題解決”というテーマがトレンド
ワードとなったりしていることと無縁ではないだ
ろう。ただ，このテーマは単なるトレンド，一
過性のものではない。今後，人口減少は地方
だけでなく都市部にも確実に広がっていく。も
ともと人とのつながりが希薄な都市部では，「ム
ラの空洞化」は地方より深刻になっていく可能
性も高い。そうした意味でも，地方に足場を置
くメディアがこのテーマで実践を積んでおくこと
は，放送の未来像を考える際に重要になってく
るし，そればかりでなく，今後の日本社会全体
にとっても意義が大きいと筆者は考えている。

さて，図4は小田切氏の「4つの空洞化」に対
して，現在，ローカル局やケーブルテレビ，コ
ミュニティ放送局，NHK地域局が取り組んで
いる内容について筆者なりに列挙したものであ
る。番組制作以外のさまざまなサービスもある。
以下，項目ごとに具体的に見ていきたい。

＊「人の空洞化」への取り組み

〈移住・定住促進〉

人の空洞化に関する取り組みで，最も放送

メディアらしい最近の事例は，移住・定住の
促進に関する番組制作である。名古屋テレビ
ではこのテーマを真正面からタイトルに掲げた
連続ドラマを2年連続（『岐阜にイジュー！』『イ
ジューは岐阜と』）で制作している。東海地区
においてはどうしても名古屋市に人口が一極集
中してしまいがちだが，リタイア後の暮らしの
場として岐阜県を選択する人たちは少なくない
という。2017年に岐阜県白川町とのタイアップ
で番組を制作したところ，放送後，町に移住
に関する問い合わせが約30 件寄せられ，うち
2世帯が実際に移住を決めたという。この成果
を受け，翌2018年10月からは，白川町のほか
3市もタイアップに加わる形での第2弾が放送
された。

KBCでも隣接する佐賀県への移住をテーマ
とする番組を制作している。移住した人たちに
フォーカスした5分間のミニ番組 26）で，2018年
7月に開始した。映像はすべてネットでも視聴
できるようになっている。こちらも県の移住促
進事業とのタイアップである。

以上のように，このテーマについては，その
地域の魅力，暮らしを取り巻く環境，そこに移

図 4　「4 つの空洞化」と地域メディアの取り組み

出典：「4 つの空洞化」は小田切徳美氏の分析。箇条書き部分は筆者による取り組みの分類

人の空洞化
移住・定住促進
関係人口作り

婚活・就労支援

産業振興・物販
後継者対策

観光・インバウンド

映像記録・アーカイブ
地域文化の継承・育成

新たな物語の創造

コミュニティー・市街地活性化
見守り・防災・防犯
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住した人たちの表情等を多くの人たちに広く伝
えるという意味で，放送メディアにできること
は多いと思われる。単なる自治体案件にとどま
らず，地域コンテンツの制作手法の開発や，過
疎化や移住・定住の課題を掘り下げる報道に
つなげること等も考えられるだろう。

〈関係人口作り〉

移住するわけではなく，しかし単に観光に
訪れるだけでもない，その地域と何らかの関わ
りやつながりを持ち続ける「関係人口 27）」とい
うキーワードも，大きく注目されるようになって
きた。このテーマに関して先進的な取り組みを
行っているのが，先に取り上げたMBCである。
2018年，MBCは鹿児島の魅力を全国に発信し
ていくプロジェクト「かごしまじかん」を開始し
た。YouTube，ウェブマガジン，イベント等，さ
まざまな手段を活用して鹿児島に関する情報を
全国に発信しているが，そのベースとなってい
るのが，プロジェクト名をそのまま掲げたラジオ
番組である。鹿児島の魅力作りや発信に関わる
人たちが集う場としてラジオ番組を活用し，そこ
で得た情報や人脈を生かしてネットを中心とした
全国発信を行っていくという設計である。サイト
は運営するMBCではなく，地域名が強く前面
に押し出された作りになっているのが特徴であ
る。鹿児島県民はもちろん，出身者をはじめと
した全国で鹿児島に心を寄せる人たちが集える
プラットフォームを目指している。

これとは逆に，局の存在自体が関係人口作
りの舞台になっている事例もある。沖縄県読

よみ

谷
たんそん

村のコミュニティ放送局，FMよみたん 28）で
ある。この局は2018年11月に開局10周年を
迎えた比較的新しい局だが，日本各地にリス
ナーたちによるファンクラブがある。毎朝9時

からの生放送の観光情報番組では，観光客が
スタジオを訪ね，そのまま出演するのが日常の
光景になっている。観光を終えて村を離れてか
らも，ネットラジオやSNS，映像ライブ配信で
局とつながり，繰り返し村や局を訪れるリピー
ターとなる人も少なくない。また，訪問はでき
なくても村の物販購入でつながる等，局を中心
に読谷村の関係人口の輪が広がっている。局
ではこうした観光振興だけでなく，平和継承や
村が抱える基地問題にも取り組んでおり，地
域住民にとってのメディアとしても広く根づいて
いるようである29）。

ネット配信やSNSという全国とつながるツー
ルを最大限活用した地域メディアの取り組みの
事例といえるが，全国にこれだけ多くのつなが
りを生んでいる最大の理由は，放送に関わる
人たち自身の地域を愛する思いの強さと，放
送に触れてくれるすべての人に対する心の垣根
の低さにあるのではないかと思う。

＊「土地の空洞化」への取り組み　　

土地の空洞化についてだが，本稿の対象は
農山村に限らないため，広く産業の空洞化と捉
えて考えていきたい。本項では，2018年に始
まった，コンテンツ制作とは異なる少しユニー
クな事例を3つ紹介する。

〈物販輸出商社設立〉

1つ目は第1次産業の物販についての取り組
みである。農業や酪農，漁業等の振興につい
ては，古くから多くのローカル局で生産者団体
が提供する定時番組が制作され，近年はこれ
らの番組をアジア各国に販売する事例も出てき
ている 30）。そんな中，番組だけでなくそこで紹
介した商品を海外で販売する商社を立ち上げた
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のが宮崎放送（以下，MRT）である。MRTで
は2016年から台湾のケーブルテレビで観光地
や名物料理等の番組を放送していたが，問い
合わせ等の反響が大きかったことから，自ら商
品の販売を手がけてみようと決断したという。
2018年10月には台湾台北市に支社を設立し，
宮崎県産の魚介類，宮崎牛，ウナギの加工食
品等を販売しており，初年度は1億円の売り上
げを見込んでいる。台湾を足がかりに香港や
シンガポールへもマーケットを拡大していくつも
りだという。

〈後継者の発掘をサポート〉

2つ目は，後継者不足に悩む地元の中小企
業に向けた取り組みである。千葉テレビでは，
日々の営業や取材で接する中小企業の経営者
から，後継ぎに関する悩みや廃業すべきかどう
かという声が増えていたことから，こうした中
小企業と，新しくビジネスをスタートさせたい
起業家をつなぐ事業承継支援サービスを2018
年8月に開始した。東京のマッチングサービス
会社と業務提携し，その会社が持つ起業家情
報を活用する。一見すると信用金庫のような取
り組みだが，融資という観点から判断する視点
とは異なり，地域社会に残していきたい中小企
業を支えたいとのことである。地域経済が元
気でなければ広告収入に依って立つ放送局の
ビジネスも成り立たないという，一蓮托生の発
想から生まれた取り組みである。

〈観光資源を育む〉

3つ目は観光に関する取り組みである。地域
が活力を持つためには観光が重要な要素であ
ることは言うまでもない。インバウンドに関して
は，ローカル局もケーブルテレビも，コンテン

ツの海外展開で多くの事例を積み重ねてきてい
るが，国内の誘客については実はあまり進んで
いない。最近では，大手旅行代理店と組んで
旅番組を制作するテレビ東京が，タイアップす
る自治体を募集し，自治体の予算を活用して
番組を制作する取り組みを始めている 31）。この
ような取り組みには，地域のメディアは発信力
では到底敵わない。しかし，“外からの目線”
で，誘客や消費を喚起する働きかけをするの
ではなく，地域の一員として観光資源を作り育
み，それを楽しんでもらおうという“内からの
目線”での取り組みは，地域のメディアだから
こそできるものではないだろうか。

ここでは2018年に本格化した取り組みを1つ
紹介したい。近年，外国人観光客の間で人気
が高い「秋田犬」に関するケーブルテレビの取
り組みである。2015年，秋田ケーブルテレビ

（以下，秋田ケーブル）が秋田犬 2頭を社員にし
たというニュースは大きな話題となったが，こ
の局の取り組みのユニークな点は，単に秋田犬
を観光の目玉コンテンツとして活用するのでは
なく，秋田犬を取り巻く深刻な課題を解決する
ための取り組みも同時に行っているところであ
る。2018年4月に市内観光の中心地に秋田犬
の魅力を楽しめる「秋田犬ステーション」を立ち
上げ，開発した関連グッズ等の販売を開始した
が，その収益の一部を，飼育放棄により保健
所に保護された秋田犬を引き取り，里親マッチ
ングをする事業にあてている。一般社団法人 32）

も立ち上げて，秋田犬の課題を広く知ってもら
う広報活動も行っている。グッズのライセンス契
約や映像コンテンツの海外展開を検討する等，
自社のマネタイズの模索も進めているが，それ
以上に秋田犬の命をつなぐ取り組みが最優先
であり，その取り組みを観光に訪れた人たちに
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も理解してもらおうという視点は，同じ地域社
会の一員でなければなかなか生まれてこないも
のであろう。

観光業は大きなお金が動くビジネスであるた
め東京主導になりがちだが，少しでも地域主導
の地産地消で進められるよう，こここそは“地
域プロデューサー”としてのメディアの頑張りど
ころであろう。

＊「ムラの空洞化」への取り組み

コミュニティーの崩壊や限界集落の増加は，
時に地域の人々の命にも関わる重いテーマで
ある。そのため，取り組み内容も防犯や防災
を意識したものが多い。事例としては，地域
コミュニティーと距離が近いケーブルテレビや
コミュニティ放送局での取り組みが目立つ。以
下，防災まちづくりに関するケーブルテレビの
事例を2つ紹介する。

〈地域に防災力をつける〉

富山県のとなみ衛星通信テレビでは，2018
年6月から，対象地域の砺

と

波
なみ

市と南
なん

砺
と

市にあ
る61の消防団の分団すべてを取り上げる番
組『地域のHERO！消防団』を放送中である。
消防団は地域の住民もしくはその地域で働く人
で構成される防災組織で，身分は非常勤特別
職の地方公務員である。しかし，報酬は年間
数万円足らずで災害時には現場に出向かなけ
ればならないため，実質はほぼボランティアと
いっていいだろう。番組制作のきっかけは，消
防署から若い世代のなり手が不足しているので
何とかできないか，という悩みを持ちかけられ
たことだという。1団1団の活動と構成員の素
顔をできるだけ丁寧に描くことで，“縁の下”で
地域のために頑張る消防団の意義を知ってもら

えればと，手弁当で制作を続けている。
京都府京丹波町が運営するケーブルテレビで

は，関西大学社会安全学部と連携して地域の
防災力向上をテーマにしたさまざまな取り組み
を実践している。2016年から取り組んでいるの
は，町民一人一人が防火への思いを語る『火の
用心CM』の制作である。町民から町民へと，
火の用心の拍子木をバトンのように渡しながら
のコメントリレーで，すでに1,000人以上の町民
がこのCMに出演している。また，大学生がリ
ポーターになって，地域の人たちの暮らしの中
から防災を考える企画番組も制作している。

これらの取り組みは，地域における自助・共
助・公助のあり方について，住民が学びを深め
ていくツールとして放送を活用しているものとい
えよう。2018年9月には，町は関西大学同学
部と包括連携協定を締結し，より一層の連携
を模索している。

＊「誇りの空洞化」への取り組み

地域の放送メディアとして最も大きな役割を
果たすことが可能であり，また果たしていくべ
きなのが，誇りの空洞化に対する取り組みで
はないかと筆者は考えている。地域で守って
きたお祭りや伝統行事，イベント等の生中継，
人々の暮らしや環境，根づいてきた文化の記録
や伝承，放送局が所有するアーカイブの還元
等 ，々地域固有の資源を守り，育み，内外に
発信し，次世代につなげていく取り組みは，ほ
かの業種にはそう簡単にできるものではないと
思うからである。本項ではこうしたさまざまな
取り組みの中でも，地域で誇れるものの価値の

“再定義”や，新たな文化の“創造”に向けたア
イデアあふれる事例を紹介する。こうした取り
組みにはある程度の時間を要するため，必ずし



16 MARCH 2019

も最近の事例ばかりではないことを断っておく。

〈地域の未来に向けて物語を紡ぐ〉

鳥取県米子市に本社を置くケーブルテレビの
中
ちゅう

海
か い

テレビ放送（以下，中海テレビ）は，2001
年から「中

なかうみ

海再生プロジェクト33）」という名の取
り組みを続けていることで有名だ。中海とは米
子市から松江市にまたがる，日本で5番目に
大きい湖である。中海テレビが総合プロデュー
サー役として，“後世に誇れる中海にしよう”“10
年で泳げる中海に”という地域の思いを形にし
てきた。『中海物語』という中海を学ぶ番組の
制作，市民が中海の未来の姿を考える「中海
未来マップ」というさまざまなイベント，「中海ア
ダプトプログラム」という清掃活動，「中海オー
プンウォータースイム」というスポーツ大会を
通じて，地域は“泳げる海”を取り戻した。そ
してそのプロセスを通じて，地域の人々の暮ら
しの中に，中海の環境を守り次世代につなげ
ていこうという意識が醸成されていったのであ
る。地域の課題解決の場作りを下支えする地
域メディアの確かな存在感が，ここにはある。

長野県須坂市に本社を置くケーブルテレビの
Goolightは，2006年から人口1万人に満たない
高山村の情報発信とブランディングに取り組ん
できた。高山村は長野県でも有数のりんごとワ
インぶどうの里である。山間の果実の里と東京
の女子美術大学をつなぐというアイデアで，村
にアートという新しい風を吹き込んだ。りんご
を出荷する際のパッケージのデザインや，ワイ
ンのオリジナルラベルの制作，そして女子大生
による「古式ワインぶとう踏み」は，観光客を呼
ぶ新たなイベントとなった。

こうした新たな文化創出の一方で，古くから
続く村の人たちの暮らしへの眼差しも忘れない。

4Kで制作した番組『山のしあわせごはん～健
康長寿の里・信州高山村～ 34）』では，日本が誇
る里山文化として村を海外に紹介し，2017年か
らは台湾の大学生との交流も始まった。中海テ
レビ同様，10年以上の年月をかけて同じ地域
と向き合い続けているからこその成果であろう。

〈クリエイティブな地域コンテンツ制作〉

地域や市町村に徹底して寄り添い，そこか
ら地域の物語を紡ぎ出すのがケーブルテレビ
の真骨頂だとすれば，ローカル民放の最大の
強みの1つは，地域を舞台にしたクオリティー
の高いクリエイティブなコンテンツを制作する
力だろう。

地域を題材としたドラマや映画を数多く手が
けてきたのが，愛媛県の南海放送である。こ
れまで県の人々が大切にしてきた文化や歴史を，
斬新な切り口で捉え直すことで，新たな地域コ
ンテンツを世に送り出してきた。ドラマ『赤シャ
ツの逆襲』はまさにその1つである。愛媛県松
山市を舞台にした夏目漱石の『坊っちゃん』の
登場人物の1人，意地悪な憎まれ役として描か
れている“赤シャツ”のモデルとされた人は，実
は清廉潔白な人物であり，100年以上にわたっ
て汚名を着せられてきた子孫を不憫に思った

“赤シャツ”があの世から甦り，夏目漱石を訴え
るという「歴史的法廷闘争コメディ」である。

また，2019年春に公開予定の映画『ソロー
キンの見た桜』では，日露戦争時に松山市に
あったロシア人捕虜収容所を舞台にした知られ
ざる悲恋に迫る。いずれも現在，社長を務め
る田中和彦氏の原作である。開局時からラジ
オドラマ制作を続け，コンテンツ制作について
はこだわりとプライドを持ってきた同局ならでは
の取り組みである。



17MARCH 2019

地域に誇れるものを若い世代につないでい
くようなコンテンツ制作に取り組んでいるのが，
岡山放送，テレビ愛媛，高知さんさんテレビ
である。3局は2014〜15年に紀行番組『おへ
んろ。～八十八歩記～』を制作した。この番組
は，四国八十八か所霊場の実写版の映像に，め
ぐみ，ちわ，まお，という3人の女子高生のアニメ
キャラクターを合成するというユニークな演出
手法をとっている。全国放送のテレビアニメ等
も手がけるアニメ制作会社ufotableの社長が
徳島県出身だったことから，徳島新聞でコラム
を連載しており，そのコラムを局側が映像化し
たいと持ちかけて番組が実現した。現在も再
放送や動画配信，DVDで視聴できるとともに，
若者が集まるさまざまな種類のイベントが地域
で開催され続けている。地元にゆかりのあるア
ニメ制作会社，地元新聞，ローカル局による3
者協働によって，中高年層のイメージが強かっ
たお遍路への関心を若い層にも広げていこうと
いう試みだ。

北海道文化放送が制作した朗読ドラマ『乃
木坂46　橋本奈々未の恋する文学』も，道内
の魅力を若い世代に再確認してもらうきっかけ
となるようなコンテンツだ。これは，村上春樹
の『ノルウェイの森』や宮下奈都の『羊と鋼の
森』等の小説の舞台となる北海道のさまざまな
地域を，乃木坂46の橋本奈々未（当時）が訪
ね歩く映像詩のような仕立てで，放送だけでな
く，DVD・ブルーレイの販売も行い，その売り
上げは7,000万円を超えたという。

誌面の都合で取り上げることはできないが，
全国のローカル民放で，こうした地域の人たち
の新たな誇りを生み出すような，ドラマやアニ
メ，ドキュメンタリー等のストック系コンテンツ
が制作されている。ローカル民放の番組制作

の主戦場は夕方や朝の生放送の情報番組（フ
ロー系）であり，規模の小さな局はその日々の
対応だけで相当な負担であることを筆者も知ら
ないわけではない。ただ，これからのローカル
民放が地域で新たな文化を創るのに欠かせな
い存在となるためには，ストックコンテンツを
制作できる能力や，単独では難しくとも協業を
プロデュースするような目利きの能力を備えて
いくことが必要なのではないだろうか。

＊NHK「ディレクソン」の取り組み

NHKの地域課題に対する取り組みも紹介し
ておきたい。2018年から本格的にスタートした

「ザ・ディレクソン 35）」である。「公募で集まった
視聴者全員が“ディレクター”になって地域を
元気にするアイデアを競い合う! そして最優秀
アイデアをNHKが全力サポートして番組化・
サービス化」するというもので，舞台はNHK
の地域局である。放送時間は25分間，地域
向け放送のほか，BS1でも放送を行う。この取
り組みは「NHK経営計画（2018-2020）」の中
の「重点方針2.多様な地域社会への貢献」と，

「同3.未来へのチャレンジ」の「②みなさまとと
もに新たなサービスを創造」に従って進めてお
り36），2017年度のトライアルを経て，2018年度
は11地域で実施している（表2）。
「地域を元気にするアイデア」の議論は，各

地域いずれも興味深い。例えばトライアルで
2017年10月に実施した新潟局では，参加した
全チームが一致して，県最大の課題は「県民
が発信下手である」と主張した。そのため，い
かに発信下手を克服するかが議論されたが，
最優秀企画として番組化されたのは『独立国 
新潟』というドラマであった。発信下手を克服
しようと頑張るのではなく，むしろ新潟はほか
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の地域と関わりを持たず独立独歩で生きてい
けないか，という逆転の発想の提案で，斬新
かつ本質を突く提案に，議論を傍聴していた
筆者も思わず膝を打ってしまった。

2018年3月に開催した山梨県・甲府局では，
「山梨県の週末人口を2倍にする」をテーマに
掲げた。番組化されたのは『おめでとうござい
ます。山梨です♪』。新宿駅で通りすがりの人
に福引きを引いてもらうと必ず1等賞の山梨日
帰りツアーに当選し，その人に強制的に山梨を
旅してもらうという企画であった。

また静岡局では，カナダ，ネパール，フィリ
ピン，韓国の出身の人たちが参加し，静岡を
世界に発信するためのアイデアが議論された。
番組放送後も，「外国人に『COOL!』と言わせ
る静岡のキャッチコピーを生み出そう!」と，東
部，中部，西部に分かれて議論が続けられ，
その様子は2019年3月に放送の予定である。
また山口局では，県のダメなところを“ディスる

（＝ダメ出しする）”中から元気にしていくアイデ
アを見つけよう，というコンセプトで議論が行
われた。議論の中に出た，若者が集まれる場

所がないことがダメなところでは
ないか，という意見をきっかけに，
番組を制作するだけでなく，クリス
マスフェスタを開催し，大いに盛り
上がったという。

2019年度は15回の開催を予定
しているほか，全国大会も企画さ
れている。2018年度に実施した
優勝チームを一堂に集め，地域で
共通する課題やそれに対する解決
策を議論し，「最も日本を元気に
する番組企画」を考えていくとい
う。全国の視聴者にもdボタンで

投票に参加してもらう予定で，春の放送に向け
て準備が進んでいる。目指しているのは，地
域の解決策をNHKの54局ネットワークで共
有・活用することであるという。

2-3　災害時ローカルファースト

ここからは，災害時における“ローカルファー
スト”ともいえる取り組みや，それを促進させよ
うとする関係者間の最近の動向を紹介する。
2018年後半は，西日本豪雨，台風 21号・24号，
北海道胆

い

振
ぶり

東部地震等，日本各地が災害の被
害に見舞われ，改めてメディアの役割が問わ
れている。

＊新方針を打ち出したNHK

2018年7月の西日本豪雨後，NHKの取材
チームは，広島県，岡山県，愛媛県の被災
者310人にアンケート調査を実施した。避難の
きっかけは何だったのかを聞いたところ，「浸
水や氾濫などの環境悪化」が33.5％と最も高
く，次いで「消防・警察・近所の呼びかけ」が
24.1％，「テレビ・ラジオ」については，「家族・

2018年度 開催局 　企画テーマ
2018年2月 静岡局 「NHKを使って静岡を世界に発信しよう!」

3月 甲府局 「NHKを使って山梨の週末人口を2倍にしよう!」
4月 旭川局 「旭川発 北海道をもっと幸せにするテレビ」
5月 秋田局 「キミの秋田愛で，人気番組を生み出せ!」
6月 熊本局 「熊本から全国へ笑顔を広げよう!」
9月 高知局 「集え! 次世代の“はちきん” 高知を元気にする番組を作ろう!」

10月

静岡局 「COOL!な静岡東部のキャッチコピーを生み出そう」
静岡局 「COOL!な静岡中部のキャッチコピーを生み出そう」
山口局 「世代をこえろ! ディス IS 山口愛」
静岡局 「COOL!な静岡西部のキャッチコピーを生み出そう」

11月
京都局 「そうだ！京都市でない京都へ行こう!」
福井局 「幸福度１位を体感！福井に行きたくなる番組を作ろう!」

12月 徳島局 「魅力全開！ 徳島をもっと輝かせる番組企画を考えよう!」
2019年1月 沖縄局 「若い力で沖縄のホントの魅力を全国に広めよう!」

表 2　「ザ・ディレクソン」2018 年度開催実績

出典：NHK
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親族の呼びかけ」（7.7％），自治体の防災無線
（7.4％）に次いでわずか4.5％であった。

避難が間に合わずに200人を超える犠牲者
を出してしまったこの災害を機に，NHKは新
方針を打ち出した（図5）。これは，各都道府
県単位の地域局では，災害が切迫している時
には地域の人々に対する避難の呼びかけを最
優先するという，“災害時ローカルファースト”と
もいえる方針である。

災害時のメディアの役割は，大きく分けると
災害の概況や被災地の実態，つまり“現場で
何が起きているのか”を報じる「災害報道」と，
避難の呼びかけや行動指南，被災した（する
可能性のある）人たちが必要な情報，つまり

“現場で何をすべきなのか”を伝える「災害情
報伝達」の2つがあるといえる。NHKの地域
局にももちろん両方の役割があるが，今回の方
針は，災害がひっ迫しているときの地域局は
後者，つまり「情報で命を救う」役割により徹
するということを，改めてNHK全体で確認し
たものといえよう。

地域局がローカル放送にまい進できる環境
整備にも取り組んでいる。例えば，地域の人々

に災害を“自分事”として捉えてもらえるような
「どぶ板」情報を，できるだけ速やかに，かつ
現場の負担も少なく放送するために，県や市
町村のウェブサイトに掲載されている避難情報
や避難所開設情報等を，テレビ放送にそのま
ま表示するシステムも活用している。

＊ローカル民放の課題

しかし，こうした判断は全国1社のNHKだ
からこそできることでもある。では，編成にお
いてはゴールデン・プライムタイムを中心に半分
以上をキー局（もしくは発局，以下，キー局と
する）の番組で編成し，報道においては系列
ニュースネットワークの一員であるローカル民放
では，どのような対応を行っているのか。筆者
は2018年に大きな災害に見舞われた在阪およ
び北海道のローカル民放各局の訪問取材を行っ
た。本稿ではその中から，主に在阪局のヒアリ
ングで得た内容の一部を紹介する。

各局とも，地域向けの情報伝達として最も活
用していたのが L字放送（以下，L字）37）であっ
た。ただ，今回ヒアリングをした大阪や北海道
のように広域をカバーする局においては，当該
地域の避難情報やライフライン情報を伝えるだ
けで30 分から1時間近くかかるため，どこまで
必要な情報が的確に視聴者に届けられている
のかと，悩みながら取り組んでいる局が大半で
あった。

L字に関してはもう1つ課題があった。全国
ネットでキー局の番組を受けている際の対応で
ある。L字を希望する際は事前にキー局に連絡
し，キー局の編成との協議が必要になるため，
なかなかローカルファーストで対応できない，
という悩みを複数聞いた。ただ，この対応は
系列によって大きく異なっており，ローカル局側

図 5　NHK の災害時における新方針

出典：NHK 橋爪尚泰 災害・気象センター長報告（InterBEE2018）
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の編成判断でL字を行い，キー局には事
後報告でいいという系列もあった。

L字以上に難しいのが，キー局の番組
を全国ネットで受けている際，自局のエリ
アで災害がひっ迫している，もしくはすで
に被害が相次いでいる際の対応である。
つまり，L字だけでなく，放送の本線その
ものでも災害対応が必要ではないかと思
われる事態のときである。西日本豪雨の
際には，独自編成の判断をしないローカル
民放への，あるいは通常編成を続けるキー
局への批判が相次いだことは，前回も触れた。
災害のたびにこうした指摘が出るにもかかわら
ず，なぜ状況は改善しないのか。

ヒアリングによれば，各系列とも，地震に
関しては震度5強もしくは震度6弱が発生した
際，ローカル局側の報道の判断で独自編成に
切り替えることができる，いわゆる“カットイン
ルール”が定められている。しかし，地震以外
の災害については明確なルールが存在していな
いという。民放の場合，カットインの最大の課
題はCMである。CMを放送しない，もしくは
放送したとしても本来予定されていた番組の中
で放送されなかったという結果について，放送
局側には広告主に対して，その後に補償する
等の何らかの責任が発生する。ローカル枠を
特番編成するのであれば，その責任も自局内
で完結するが，ネット枠となると必然的にキー
局を巻き込むことになる。そのため，集中豪雨
や台風など，地震のような明確なルールがな
い場合には，キー局の番組をカットインして独
自編成をすることは容易には言い出せないし，
キー局もなかなか認められないというのが実情
であるとのことだった。

＊ライブ配信でローカルファースト

こうした状況に対して，放送ではなく，ライブ
配信用の特番を制作する形で対応したのが毎
日放送（以下，MBS）である。2018年9月30日，
台風24号の大阪への接近と通過が，TBSテレ
ビの制作する女子バレーボールの試合の生中継
放送を受けているゴールデンタイムと重なった。
そのためMBSは19時から22時半の間，スタ
ジオでキャスターが情報を伝えたり，お天気カ
メラの映像にL字を載せたりする形で，急きょ
ライブ配信用の特番を制作した（図6）。テレ
ビ画面にはライブ配信を行う自社ウェブサイト
のQRコードを表示して配信特番に誘導した。
MBSとしては今回が初めての取り組みだった
というが，今後も臨機応変に対応を積み重ね，
視聴者の認知を広げていきたいとしている。

＊データ放送強制表示の可能性と課題

朝日放送（以下，ABC）のデータ放送への取
り組みも紹介しておきたい。テレビを購入した
際には，初期設定として郵便番号を設定するこ
とになっているが，ABCはこの郵便番号に当て
はまる地域に災害情報が発表された際にABC
を視聴している場合には，強制的にその画面に

図6　MBSのライブ配信特番（台風 24号）

出典：MBS
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データ放送の災害情報の内容が表示されるとい
うシステムを運用している。図7の左側に表示さ
れているのがそれである。表示される情報は，
特別警報，避難指示・勧告，指定河川洪水情
報，土砂災害警戒情報の4つである。L字では
放送エリアすべてに情報を表示するため，災害
が迫っている視聴者に対してピンポイントで情
報を伝達することはできない。しかし，このシ
ステムでは郵便番号という小さな単位に絞って
強制的に表示できるため，視聴者にとって情報
の“自分事”化が図れるというのが最大のねら
いである。視聴者は表示された情報が必要な
いと思えば，ボタンを1つ押すと消すことができ
る。現在，スマホでは登録情報や位置情報を
もとにさまざまな事業者がプッシュ型の災害情
報伝達サービスを行っているが，テレビ端末に
おいても同様の機能を設けたといえよう。

この取り組みに対して，現在，在阪の他局
をはじめ，系列や地域を越えた多くの局が関
心を持ち，ABCを直接訪ねたり，社内で検討
を開始したりしている。このシステムを開発し
運用しているABC『おはようコールABC』の
ニュースデスク・木戸崇之氏は，こうした取り
組みは，各局が歩調を合わせて進めていくこ

とが視聴者にとっては重要ではない
かと話す。

ただ，この取り組みにも課題が
ないわけではない。キー局（つまり
テレビ朝日）の全国ネット番組のう
ち，データ放送を活用している番組
を放送している間は，ABCからの
強制表示が行えないという。木戸氏
によれば，テレビ朝日との協議が必
要なのは編成表の12 ～ 20％の面積
だというが，視聴者にこの強制表示

が浸透すればするほど，局の都合で表示され
ない時間帯がある，ということは大きな課題と
なってくるであろう。ABCは系列局への拡大や
テレビ朝日との協議を通じて，24時間365日の
対応の可能性を探っているという。

＊ヒアリング後の所感

本稿は災害情報の課題をあぶり出すのが目
的ではないので，これ以上踏み込んで論じる
のは別の機会としたい。最後にヒアリングの所
感だけ記しておく。

今回は紹介できなかったが，各局とも自局の
ローカル枠においては積極的に特番を組むなど
の災害対応を実施し，その同時配信にも取り
組んでいた。SNSやウェブサイト，そして停電
が起きた北海道では，特にラジオが大いに活
躍した。このように，放送局が災害情報を伝
達できる手段は増加している。これらをどう使
いこなして地域の1人でも多くの人々に情報を届
けられるか，今後一層，トータルデザインが必
要となってくるであろう。また，キー局との関
係，もしくはニュースネットワーク内の取り決め
としていくつか議論すべき点を提示したが，こ
のほかにも，地震以外のカットインの際の考え

図7　ABCのデータ放送強制表示画面

出典：ABC
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方の整理，サブチャンネルの活用や災害情報の
入手に関する地域局の協業のあり方なども論点
として考えられるであろう。災害時に命を救う
ための情報を伝達することは，地域のメディア
として生きるローカル局の最大にして最重要な
役割である。そこではキー局が考えるべきテー
マも少なくない。2018年に動き始めた新たな取
り組みや議論に期待したい。

2-4　小括　地域メディアの未来像

ここまで，地域における存在意義を高めよう
と取り組む地域メディアの事例について，可能な
限り幅広く具体的に紹介してきた。最後に，未
来像を考えるうえでの論点を提示していきたい。

＊すべてのローカル民放が
　KBCやMBCのようになれるか

本章では冒頭に，ローカル民放の中で網羅
的かつ徹底的に地域とつながる取り組みを続
けるKBCとMBCを紹介した。しかし，122あ
るローカル局すべてでこのような取り組みは可
能なのだろうか。また，エリアの中で1局がこ
うした取り組みを進めていった場合，同エリア
の他局はどうなっていくのか。

実は，この2局にはいくつかの共通項があ
る。創業が60年を超える老舗局であること38），
ラジオとテレビ両方のメディアを運営しているこ
と，テレビの自社制作比率が高いこと（現在，
KBCは22.0％，MBCは13.4％）39），放送エリ
ア内の世帯視聴率が3冠を続けていること，
そして民放同士の競争が厳しい4〜5局エリア
にあることである。MBCと並んで地域密着メ
ディアの先進例と称されることが多い南海放送
も，同様の特徴を持っている。

確かにこうした特徴を兼ね備えていること

が，経営方針の軸をここまで大胆に地域密着
に置くことができる理由になっていることは否
定できない。ただし，これは特徴であったとし
ても“条件”ではない。

KBCの取り組みは2019年1月に始まったば
かりだが，現場の負担が相当なものであること
は容易に想像がつく。社会全体に働き方改革
の意識が浸透していく中，プロジェクト持続の
ための工夫と社内の意識改革をどう図っていく
のかが課題であろう。また，MBCの地域密着
を原型から築いてきた中村耕治会長は筆者の
ヒアリングに対し，「まだわが社には“縮みしろ

（伸びしろの逆の意味。中村会長の造語）”が
ある」と語ったが，その“縮みしろ”は何かと問
えば，その1つは社員の給料だそうである。あ
くまで会長の心意気だろうが，地域のためには
社員の減給も辞さない，ということだろう。つ
まり2局とも，ビジネス化の見通しが立たない
中で，かなりの勇気と覚悟を持った経営判断で
地域と向き合っているのである。

一方で，これらの局に地域とのつながりを
独占したり囲い込んだりする“自局ファースト”
を超えた“自局オンリー”の姿勢が見えたなら
ば，地域社会の中で築き上げてきた信頼を失
うこともあるだろう。ここが，長らく1地域1
社の規制があり，規制がなくなった現在も実
態は地域独占事業であるケーブルテレビ40）と，

「各放送エリアに複数あって番組編成を競い
合い，NHKとも切磋琢磨する41）」成り立ちで
今日に至るローカル民放との最も異なる点であ
り，難しい点でもある。

＊ローカル民放の“積極的な再編”は進むのか？     
　（自民小委提言①）

2018 年12月に公表された自民小委の第二
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次提言では，ローカル民放の未来像について
の方向性が示された。そこでは，122 社が各
放送エリア内で“切磋琢磨”してきた時代か
ら，“統廃合”へと向かう時代が想定されてい
る。この提言は本稿執筆時点（2019 年1月半
ば）では自民党のウェブサイトに公開されてい
ないので，記録の意味も含めて少し丁寧に内
容を記しておきたい。

提言では冒頭に問題意識をこう述べている。
「民放テレビでは，1960年代から系列化＝ネッ
トワーク化が進み，1980年代に総務省（当時
郵政省）が「全国4波化」政策をすすめ，その
結果，今のようなテレビ局の「ネットワーク」が
全国的に構築された。（中略）この仕組みは，
東京から地方への情報発信の流れをつくりだ
し，全国的に「東京への憧れ」を生み，わが
国の経済成長に寄与してきたと言える。しかし
ながら，現在，東京一極集中の弊害や地方創
生が叫ばれ，人口減少・少子化が急速に進行
し，更に，インターネット等の技術革新により
経済社会構造や日常生活が大きく変革しつつ
ある。旧来型の社会システムからの脱却は急
務であり，地方自治体や地方銀行，大学と同
様，民放テレビも大きな曲がり角に来ている」。
この問題意識には筆者も納得するし，民放事
業者にもあまり異論はないであろう。

そのうえで自民小委は，総務省および業界
に対して早急に対応を要請するものとして8つ
を提言している（表3）。目立つのは「再編」，
それも「積極的な再編」という文言が2度も使
われていること，ローカル民放の未来像が主
眼の提言の中において，ケーブルテレビに対す
る言及が複数回あることである。

前章で筆者は，2019年1月の諸課題検・基
盤強化分科会で民放連がローカル民放各局の

取り組みをプレゼンしたことを紹介した。プレ
ゼンのあと，構成員の1人であるローカルファー
スト研究所 42）の関幸子所長から，「地方創生の
視点からすると都道府県の単位はバラついてい
る。放送局が小さな県に依拠するのは厳しいの
で議論を」との問題提起があった。京都大学の
曽我部真裕氏もそれに近い趣旨の質問を行っ
た43）。しかし当面は，こうした提言「1」や「4」
のような厳しい議論ではなく，「5」のような，例
えばTVerへの参加の促進策といった，ローカ
ル民放が制作したコンテンツをネット上で流通し
やすくする等の支援策に議論は進んでいきそう
である 44）。では，総務省は今後，自民小委の

「積極的な再編」の促進という要請をどこまで
受け止め検討していくつもりなのだろうか。

提言の冒頭にも記されていたが，旧郵政省
時代の「全国4波化」政策が今日のローカル民

1，総務省は，ローカル局の積極的な再編を促進するため，
放送対象地域の拡大＝県域免許の見直しについて検討
を行うこと。

2，総務省は，ローカル局が経営判断としてAMラジオ放
送の見直しを行うことを視野にいれ，AMラジオが災害
時に果たす機能の代替や国際的な周波数調整といった
課題について検討を行うこと。

3，ローカル局は，自治体からの出資の見直しについて検討
を行うこと。特に独立局については，自治体の広報とし
ての役割の変化を踏まえた見直しを行い，近隣局との
積極的な再編につなげること。

4，総務省は，ローカル局やケーブルテレビ局による経営統
合など地域メディアの再編を図る事業について，電波利
用料を活用した支援制度の創設を検討すること。

5，総務省は，ローカル局のコンテンツ制作能力の向上を図
るため，番組制作を増やすための制度・支援等につい
て検討を行うこと。

6，総務省は，ローカルコンテンツの担い手として，ケーブ
ルテレビの新たな位置づけについて検討すること。

7，総務省及び放送事業者は，わが国の放送が目指すべき
中長期的な将来ビジョン，それに向けてのロードマップ
を関係者で共有すること。

8，総務省は，放送を含め，コンテンツを配信する様々な
サービスに適用される規制について検証を行うこと。

表3　自民小委　第二次提言（抜粋）

出典：記者会見資料（2018 年 12 月 7 日）
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放体制を生み出す大きな要因となってきた以
上，総務省はローカル民放の今後に向けた何
らかの政策ビジョンを示す必要があるのではな
いか，と筆者はこれまでも考えてきた。同時に，
右肩上がりの経済状況の中で局数を増やす政
策を決めることより，右肩下がりの経済状況の
中でどういう未来像を描いていくのかを決める
ことのほうが，難易度が高いことは想像に難く
ないし，事業者側の意思や要望がなければな
かなか動けない，といった空気も理解できなく
はない。

誤解のないように述べておくが，筆者は決し
て自民小委の提言のように，闇雲に“積極的な
再編”を進めるべきだと考えているわけではな
い。そもそも何を念頭に置いて再編を促進する
のか，その考え方の整理すらまだ行われていな
い。また，ハード・ソフト分離も含めた再編以
外のさまざまな選択肢についても議論されるべ
きであろう。

まずは“大きな曲がり角”に放送政策はどう
向き合っていくべきか，今後の地域社会におい
て地域のメディアにはどのような存在意義があ
り，その中でローカル民放はどのような姿であ
ることが望ましいのか，このような大局的かつ
長期的な観点からの議論が必要だと思う。総
務省には，せめてそうした議論の場を用意する
ことについては臆病であってほしくない。これ
は総務省に対してだけでなく，諸課題検の構
成員に対する期待でもある。基盤強化分科会
の議論は始まったばかりである。引き続き注視
していきたい。

＊ケーブルテレビのアイデンティティーとは？
  （自民小委提言②）

自民小委の提言の中で，ケーブルテレビに

言及している部分についても少し触れておきた
い。提言「6」では，ケーブルテレビをローカル
コンテンツの担い手として「新たな位置づけに
ついて検討すること」としているが，そのあと
には「（例えば，県域の大半をサービスエリア
とするケーブルテレビ局を新たに基幹放送に加
えるなど。）」ということが記されている。

現在，ケーブルテレビは一般放送事業者で
あり，基幹放送である地上波放送のような災害
放送の義務もないし，教養・教育・報道・娯楽
といったさまざまな番組を設け，それらの調和
を保つよう求める番組調和原則も課せられては
いない。マスメディア集中排除原則の対象にも
なっていない。提言では何のために“ローカル
民放並み”の制度にしていこうとしているのか。

前項まででも見てきたように，確かにケーブル
テレビとローカル民放では，地域に向き合う姿
勢や，地域コンテンツ制作やサービスについて，
かなり重なり合う部分があると思われる。ただ
し，日常の番組制作という観点から見ると，ケー
ブルテレビのコミュニティーチャンネルでは，平
日に毎日生放送を行っている事業者は約15％で
あり，ニュース番組を実施している事業者も約
1割にとどまるという実態調査の結果もある45）。
しかも，そもそもケーブルテレビは，事業者と
契約した世帯でなければ視聴できない。

一方で，新サービスという観点から見ると，
ケーブルテレビではすでに4K放送を開始して
おり，Wi-FiやIoTサービス，電力やガス，今
後は民営化した水道事業等，地域で展開して
いけるビジネスの伸びしろは，実はローカル
民放よりも大きいと筆者は考えている。表4は
ケーブルテレビ事業者が現在手がけている機
能（一部は今後）を筆者なりにまとめたもので
ある。ケーブルテレビ事業者は名称こそ“テレ
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ビ”とついているが，メディアだけでなく多様な
機能を持つ事業者なのである。

こうした現状を見ると，ケーブルテレビの基
幹放送化という提言は，いささか無理がある
ようにも思えてくる。ただし，ケーブルテレビ
の普及率は地域によってまったく異なっており，
同様にエリア内に存在するローカル民放の数も
地域によって異なる。そのためメディア機能を
どこまで充実させていくべきか，ニュースや災
害放送においてどの程度の責任を担っていくべ
きか，地域内で影響力の大きなケーブルテレ
ビ事業者においては今後考えていくべきテーマ
であろう。ただ，ケーブルテレビの基幹放送化
という制度整備が必要なのかどうかについて
は，まだ筆者にはわからない。

また，自民小委は，放送の未来像として，
ローカル民放とケーブルテレビの経営統合や再
編もイメージしているようである 46）。確かに基
盤とする地域が重なるケーブルテレビとローカ
ル民放，またNHKも連携して，機能的に補い
合いながら地域社会にとってよりよいサービス
を展開していくということはありうるだろうし，
現にそれを実践している地域も存在する 47）。し
かし，地域には放送メディアのほかに地元の
新聞メディアという大きな存在があり，そのほ

かにも地元の有力企業等の資本関係も複雑に
絡み合っている。地域の放送事業者だけ見て
いても，再編策は見えてこないし，さらにロー
カル民放にはキー局との関係もあるのである。

以上のように，自民小委の第二次提言の中
のケーブルテレビに言及した部分は，やや現実
離れした感覚でまとめられているという印象は
否めない。ただ，最も考えなければならないの
は，人々が暮らす地域によって享受できるコン
テンツや情報に著しい偏りが出ることをどう防
いでいくかであり，そのために事業者横断で地
域のメディアバランスを考える時代が到来して
いるという問題提起は，非常に重要であると感
じた。それをどこまで放送政策として実行すべ
きなのか。引き続き認識を深め，次号以降で論
じていきたい。

3. NHK「公共メディア」への道のり

2018年後半の政策動向で最も大きく動いた
のは，NHKに関する内容であった。本章では
その動向を時系列に整理しておく。

2015年11月に諸課題検がスタートして以降，
NHKについては，放送法改正が必要な常時
同時配信の実施を含めた業務，受信料のあり
方の見直し，ガバナンス改革を“三位一体”で
考えるべき，との方針で議論が行われてきた。
表5は本稿対象期間となる2018年後半から
2019年1月までのNHKを巡る主な動向を整理
したものである。

3-1　常時同時配信を巡る動向

常時同時配信については，2018年9月末に
提出された諸課題検の第二次取りまとめで「一
定の合理性，妥当性がある 48）」と記され，12

①インフラ機能
インターネット（有線）　電話　Wi-Fi・無線
MVNO（格安スマホ）　電気・ガス・水道
スマートホーム

②メディア機能
地上再放送　多チャンネルサービス　OTTサービス　
4K放送　コミュニティーチャンネル　災害情報伝達
動画配信サービス

③プラットフォーム機能
ID活用サービス　IoTサービス　ログ活用サービス

④プロデュース機能
地域創生・課題解決　地域の広場

表4　ケーブルテレビの主な機能
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月の自民小委の第二次提言でも「次期通常国
会での放送法改正案の提出を目指すこと」とさ
れた。2019年1月にはNHKの上田良一会長
が，会見で改めて法改正に向けた決意を述べ
た。NHKは2019年度中に常時同時配信の開
始を目指している。

ただ，この法改正にあたっては，諸課題検
の第二次取りまとめで“条件 49）”が，民放連か
らは8 項目の“要望 50）”が出されている。共通
して示されたのは，徹底した情報公開，ガバ
ナンス改革，業務全体の見直し，受信料のあ
り方の見直しである。そして民放連からはより
具体的に，「区分経理の採用によるインターネッ
ト活用業務の見える化」 「インターネット活用業
務の受信料収入2.5％上限の維持 51）」「NHK常
時同時配信の地域制御」「ネット配信事業にお
ける民放事業者・NHKの連携」が示された。

民放連のこの4点の要望それぞれについて，

NHKは2018年11月の諸課題検のプレゼン 52）

で考え方を述べた。民放との連携については，
2019年度からのradiko経由の配信の本運用開
始の検討とTVerへの参加の調整に入っている
こと，地域制御については以前から実施すると
していたが，改めて地域放送番組の配信は段
階的に拡充し，その際， 地域制限を行う，と
示した。またネット活用業務における区分経理
の採用については，「勘定科目の新設，適正か
つ明確な配賦基準の設定・公表，費用明細表
の作成・公表等を実施」するとした。

ただ，常時同時配信開始後もネット活用業
務の費用を受信料収入2.5％以内にとどめると
いう要望については，常時同時配信は「NHK
の業務の中でも，質的にも量的にも重要度が
高い位置づけのものとなる」と確認したうえで，

「これまでの業務に加え，常時同時配信にかか
る費用についても内容を精査し，適正な上限

2018年7月13日 諸課題検　第二次取りまとめ案議論。NHKに法改正に向けた“条件”示される
9月27日 諸課題検　NHKプレゼン「受信料のあり方は次期経営計画策定までに結論」

9月28日 諸課題検　第二次取りまとめ公表
常時同時配信の実施は「国民・視聴者の理解が得られることを前提に，一定の合理性，妥当性がある」と記される

10月12日 NHK上田良一会長会見　値下げ実施の方針示す。年内までに結論

10月24日 民放連　「NHK常時同時配信の実施に関する考え方について」要望書送付
ネット活用業務の受信料収入 2.5％上限の維持と区分経理採用など8 項目を要望

11月21日 NHK職員　アレフへのメール誤送信で懲戒処分

11月27日 NHK石原進経営委員長・上田会長会見　現経営計画の修正を発表
2018年度の受信料収入（見込み）の4.5％値下げへ

11月30日
諸課題検　NHKプレゼン
「ネット活用業務の費用は適正な上限の中で抑制的に管理」
「radikoは来年度から本運用開始を検討，TVerは来年度から参加できるよう具体的調整」

12月7日 自民党　放送法の改正に関する小委員会　第二次提言
「早急にこれを可能とすべく次期通常国会での放送法改正案の提出を目指すこと」

12月11日 NHK職員　単身赴任手当不正で懲戒免職
12月12日 NHK　NHKメディアテクノロジーとNHKアイテックの合併を発表
12月25日 NHK　NHKエンタープライズとNHKプラネットの合併を発表

2019年1月10日 NHK会長会見「法改正に向けて視聴者・国民のご理解を得るための努力を重ねてまいりたい」

1月15日 NHK　2019年度の収支予算＆事業計画を総務省に提出　
9年ぶりの赤字予算・ネット活用業務は169 億円（受信料収入の2.4％）

1月24日 民放連大久保好男会長会見　
　常時同時配信実施後も「受信料収入の2.5％の上限厳守」と改めて主張

表5　NHKを巡る動向（18年7月〜19年1月）
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の中で，抑制的に管理する」と発言するにとど
まった。

これに対し，民放連の永原伸専務理事は「動
画配信サービスは，放送以外の民間事業者も
参入しており，まさにしのぎを削っている分野
である。受信料の2.5％というとわずかと思わ
れるかもしれないが，金額に換算すると175 億
円規模である。月額千円であれば，150万人
規模の会員を有するサービスが瞬時に誕生す
ることを意味する 53）」として，改めて2.5％の上
限の維持を強く主張した。

2019年1月にNHKは2019年度の収支予算
と事業計画を総務省に提出したが，ネット活用
業務については2.4％で169 億円という数字を
示した。これに対し，1週間後に行われた民
放連会長会見では，「2.5％の上限枠について，
今後も順守してくれるものと信じている。（中略）
新たなサービスを始めるにしても，まずは現行
の基準である2.5％を順守し，抑制的に運用す
るところから始めなければ，業務の肥大化とい
う批判を受けかねないと思う」と改めて釘をさ
した。

放送法が改正された場合，NHKは現在運
用中の「インターネット実施基準 54）」を変更し，
パブリックコメントを経て総務大臣の認可を受
け，対象となる業務については「インターネット
サービス実施計画 55）」を策定・公表したうえで，
常時同時配信を実施することになる。現在の
2.5％の上限については，2015年2月に大臣認
可を受けた際の実施基準から変更していない。
ただし，当初NHKは3％を上限とする実施基
準案の考え方をまとめた要綱 56）を示し，民放連
や新聞協会からのパブコメを経て0.5%下げた
経緯がある57）。仮に常時同時配信が始まった
場合，NHKは常時同時配信と一緒に行う予定

の見逃し配信と合わせて新たに「権利処理費を
含まず，年間50 億円前後と試算 58）」している。
2.5％の上限を維持することになると，現在実施
しているネット活用サービスは大幅に縮小しな
ければならないことになる。NHKは，放送で
も同時配信でもNHKに接触しない層へのネッ
トを活用したアプローチを今後どう考えていく
のか。法改正後，実施基準変更の際に，改め
て公共メディアとしてのNHKの姿勢が問われて
くることになるだろう。

3-2　受信料のあり方を巡る動向

NHKは2018年11月，2018年度の受信料収
入（見込み）の4.5％程度の値下げの方針を示
した 59）。「2017年12月の最高裁判所判決 60）以
降，受信契約が堅調に増えていることなどによ
り，計画を上回る収入を確保する見通し 61）」と
なったこと等が理由であるとNHKは説明して
いる。しかし，同年9月の諸課題検でNHKは，
受信料水準は次期経営計画を策定する約2年
後までの間に具体的に検討するとプレゼンして
おり，それに対し小林史明政務官（当時）から，

「常時同時配信とずれることなく年限を示して
方針，結論を」と注文がつき，前倒しで値下げ
を決断する格好となった。

受信料値下げが NHKについての議論の中
で具体的に浮上してきたのは，2018年7月に示
された諸課題検の第二次取りまとめ案で「受信
料の体系・水準等の受信料のあり方の見直し」
という文言が記された前後からである。これに
ついては，2015年9月に公表された自民小委
の第一次提言で，総務省とNHKに対し，受
信料の義務化による支払い率向上と徴収経費
削減で可能となる値下げ幅のシミュレーション
を行い，そのうえでNHKには値下げに関する
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計画を作成することが求められていたため 62），
唐突に出てきたわけではない。

ただ，同じ第一次提言では，総務省に対し
て我が国に最もふさわしい受信料制度の設計
が要請されていたが，これについては進展は見
られていない。2017年7月，NHK会長の常設
諮問機関として設けられた「NHK受信料制度
等検討委員会」が，NHKに対して，イギリス
のBBCと同様，テレビ受信機を持たず，常時
同時配信のみ利用する場合に関しても費用負
担を求める「受信料型」を目指すことに一定の
合理性があるとする答申 63）をまとめ，NHKは
その答申を諸課題検で報告した。しかし高市
早苗総務大臣（当時）から「一足飛びの検討」
になっていると一蹴され，その後総務省から，
NHKに対して，ネット配信を補完的な位置づ
けとし，具体的なニーズを明確化すること，既
存の業務全体について公共放送として適当か
検討すること，子会社のあり方について抜本
的な改革をすること，の3つが示され，それら
を満たすことで初めて議論の環境が整う，とさ
れたまま今日に至っているのである。NHKの
上田会長は，2019年1月25日に行われた報道
各社のインタビュー取材に対して，新たな受信
料制度の創設は「視聴者，国民の理解を得た
上で，どう具体的にしていくかだと思う」と述
べた。常時同時配信の法改正後，どのタイミ
ングでどんな形でこの議論が立ち上がってくる
のか。それは，NHKの受信料制度の議論にと
どまるのか，それともNHKの問題にとどまら
ない，通信放送融合時代の“放送”の再定義
につながる議論になっていくのか。まだ議論の
方向性は見えていない。

3-3　ガバナンス改革を巡る動向　

ガバナンス改革については，重要項目の1つ
であった子会社のあり方を見直す抜本的な改
革として，NHKは2018年12月に2つの合併
を発表した。数々の不正が発覚したNHKアイ
テックも，NHKメディアテクノロジーと合併し
て新会社となる。新会社には，効率的で透明
性の高い組織運営がより一層求められることに
なるだろう。

そして昨今の大きな課題は不祥事が相次い
でいることである。表5では代表的な2つの事
例を記載したが，それ以外にも複数の不正や
問題が起き，その内容は多くのメディアで報じ
られてきた。公共放送から公共メディアへ，を
標ぼうし，「信頼されるメディア」を目指す組織
の中でこうした不祥事が続くことは，視聴者や
国民に対しても極めて恥ずかしいことである。
今後も引き続き，公共的な組織にふさわしいコ
ンプライアンスが求められることは言うまでもな
いだろう。ただそのことが，クリエイティブな制
作や踏み込んだ報道を行う現場を委縮させるこ
とになるならば，それはさらに視聴者，国民の
信頼を失うことになるということも付け加えてお
きたい。

3-4　小括：公共メディアへの道のり

ここまで，NHKについてのこの半年の動向
を，経緯も振り返りながら整理してきた。整理
して改めて思うのは，制度や枠組みの議論が
大半を占めている，ということである。

NHKの公共メディア化に向けた議論は，“番
組・コンテンツの届け方”や“組織のあり方や
運営の基盤”以前に，NHKは今後の日本社
会をどう捉え，そこでメディアとしてどのような
役割を目指していくのかという，NHKの“時代
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への認識や向き合う姿勢”が問われるべきだ
と筆者は考えてきた。受信料のあり方について
も，単なる国民への負担軽減という観点では
なく，以上のような議論が必要だと考えてきた
し，これまで二元体制でともに歩んできた民放
との今後の関係においても，単なる民業圧迫
という観点ではなく，メディアとしてどのような
協業や役割分担をしていくことが，課題先進国
日本の民主主義を支えていくためにふさわしい
のか，という議論が求められている，そう考え
てきた。しかし残念ながら諸課題検ではそうし
た議論はほとんどなされないまま今に至ってい
るというのが，傍聴し続けてきた筆者の印象で
ある。

こうした国の検討の場では，NHKの議論だ
けでなく，全般的にメディアの本質である番組
の内容や報道の姿勢といった放送の“中身”に
ついては，放送事業者の「表現の自由 64）」との
兼ね合いもあり，突っ込んだ議論がなされる
場面はあまり見られない。もちろん筆者も“中
身”については放送事業者自らが苦悩し，模索
していくべきものと考えている。ただ逆説的で
はあるが，これは政策の場で放送の未来像を
議論する際の構造的な問題であり，限界でも
あるのかもしれない。

であるとすれば，NHKはより一層，視聴者，
国民に向けてNHKが描く公共メディアのビジョ
ンを問いかけ続けていかなければならないだろ
う。単に示すのではなく“問いかける”のであ
る。放送番組審議会や「視聴者のみなさまと
語る会」をはじめ，第2章で触れた地域局での

「ディレクソン」の活動も，直接的に視聴者の声
に触れるコミュニケーションの場となりうるだろ
う。ネット空間も重要な場である。こうした回
路をどれだけ作り，そしてどれだけ同じ目線で

視聴者，国民の生の声に耳を傾け，それを番
組制作，そして経営に反映させていくことがで
きるか。公共メディアへの道のりの原点はそこ
にこそある。

おわりに　

本稿では，地域の課題に寄り添うことでメ
ディアとしての存在意義を高めていこうという取
り組みを中心に考えてきた。ただ，本稿に欠け
ていた視点が2つある。1つは「東京の中のロー
カル」という視点である。2025年には東京でも
人口減少が始まる。東京に基盤を置くキー局
では，どのくらいエリア内の“ローカル（地域）”
が意識されているのか。そしてもう1つは「地
域との距離」という視点である。地域に寄り
添う姿勢と地域のジャーナリズムの実践とは，
時に相反することもある。地域に基盤を置くメ
ディアとして，この両輪をどういうバランスで考
えていくのか。次号以降で考えていきたい。

  （むらかみ けいこ）

注：
	 1）	村上圭子「「これからのテレビ」を巡る動向を整

理する Vol.1 ～ 10」（『放送研究と調査』2013年3
月号～ 2017年7月号）

	 2）	村上圭子「これからの“放送”はどこに向かうの
か ? Vol.1・2」（『放送研究と調査』2018 年 3 月号，
10 月号）

	 3）	2013 年，地デジ化以降の放送のあり方に関す
る論点の議論を本格的に進めるため，自民党の
情報通信戦略調査会の中に設置された

	 4）	自民小委の第二次提言は，記者会見では配付さ
れたが，2019 年 1 月 31 日現在，自民党のウェ
ブサイトには公開されていない。本稿第 2 章で
内容の詳細を記載

	 5）	対象期間（2018年8月～ 2019年1月）の放送に
関連する新サービス動向の分類表については，
2019年4月に放送文化研究所のウェブサイトに公
開するので参照されたい

	 6）	https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.
com/pdf/news/pol icy/130594_01 .pdf?_



30 MARCH 2019

ga=2 .149479551 .854833141 .1547256406-
2091769466.1547256406

	 7）	同時配信を巡る議論の経過については，村上圭
子「「これからのテレビ」を巡る動向を整理す
る Vol.10」P33（『放送研究と調査』2017 年 7 月号）
を参照

	 8）	放送コンテンツの製作・流通の促進等に関する
検討委員会

（2016 年 11 月～ 2018 年7月 [http://www.soumu.
go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/
joho_tsusin/broadcas_content/index.html]）

	 9）	「許諾権」は，放送局が無断で放送することを
止めることができるが，「報酬請求権」は，放
送局が利用することを止めることはできない。
放送した際に使用料（報酬）を請求できる権利
であり，権利者にとっては「許諾権」よりも弱
い権利となる

	10）	放送コンテンツの製作・流通の促進等に関する
検討委員会「「視聴環境の変化に対応した放送
コンテンツの製作・流通の促進方策の在り方」 
最終答申（概要）」P8 でも，「放送事業者のビ
ジネスモデルの具体像が明確となっていない現
段階で具体的な権利処理方法を絞り込むことは
困難」と記されるにとどまった

（2018 年 8 月 23 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000570857.pdf]）

	11）	村上圭子，黛岳郎，平田明裕，星暁子，有江幸
司 「ユーザーから見た新しい放送・通信サービ
ス」P8（『放送研究と調査』2018 年 7 月号）

	12）	コンテンツ・デリバリー・ネットワークのこと。
ネット上にキャッシュサーバーを分散配置し，
エンドユーザーに最も近い経路のサーバーから
動画コンテンツをオリジナルサーバーに代わっ
て配信する仕組み

	13）	Google，Apple，Facebook，Amazon の 4 社の
頭文字を取って称される，米国を代表するネッ
ト上のプラットフォーム事業者 

	14）	インターネットサービスプロバイダー。公衆通
信回線などを経由して，契約者にインターネッ
トへの接続を提供する事業者のこと

	15）	NHK「放送を巡る諸課題に関する検討会 第⼆
次取りまとめ（案）を受けて」総務省・諸課題
検第 20 回資料 P14

（2018 年 9 月 27 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000576525.pdf]）

	16）	日本民間放送連盟「大久保会長会見」
（2018 年 6月8日[https://www.j-ba.or.jp/category/
interview/jba102612]）

	17）	民放連「民放ローカル局の意義と課題」総務省・
諸課題検　放送事業の基盤強化に関する検討分
科会第 2 回資料

（2019 年 1 月 17 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000595544.pdf]）

	18）	筆者の傍聴メモより。北構成員のほか，川島構
成員からはローカル番組は地域のプライドにな

くてはならないもの，関構成員からも刺激と課
題を感じた，曽我部構成員からも，番組に関し
てたいへん素晴らしい事案，とのコメントが
あった

	19）	YouTube 上では「KBC 防災の取り組み」とし
て，KBC が自治体向けに作成した防災ビデオ
を視聴することができる
[https://www.youtube.com/playlist?list=PLsY
ziDrPPwj2zDFHFHJR_eg6_RFgNx3JB]

	20）	総務省「放送コンテンツ海外展開推進事業」を
はじめ，経済産業省，農林水産省，外務省，
BEAJ（放送コンテンツ海外展開促進機構）等
によるさまざまな支援策がある

	21）	MBC『かごしまドローン TRIP』ウェブサイト
[https://blogs.mbc.co.jp/dronetrip/]

	22）	小田切徳美「特集 活力ある山村の創造 1 山村再
生の課題」総務省・定住自立圏構想研究会（第
2 回）資料

（2008 年 2月4日[http://www.soumu.go.jp/main_
sosiki/kenkyu/teizyu/pdf/080214_1_si1-2.pdf]）

	23）	2014年9月に第二次安倍政権が掲げた地域活性
化の施策。ローカル・アベノミクスとも呼ばれる。
2015年からは，さまざまな施策を展開する自治
体に対して地方創生関係交付金での支援が開始
された

	24）	日本政府が掲げる未来社会のコンセプト。AIや 
ビッグデータ解析など，インターネットテクノロ
ジーによって社会課題の解決と経済成長を両立
させていこうというもの。詳細は，内閣府ウェブ 
サイト[https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/
index.html]

	25）	地球規模の課題解決に向け，国連が 2030 年ま
でに 17 の目標を実現すべく加盟各国で取り組
むもの。日本では，市町村が地球規模のテーマ
に取り組むモデル事業も開始

	26）	九州朝日放送『人生の S くらす』ウェブサイト
[http://www.kbc.co.jp/tv/s_class/]

	27）	総務省によれば，「移住した「定住人口」でも
なく観光に来た「交流人口」でもない，地域や
地域の人々と多様に関わる人々のこと」を指す
[http://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/index.
html]。また，関係人口論の詳細については，小
田切徳美「「関係人口論」とその展開―「住み続
ける国土」へのインプリケーション―」国土交通
省住み続けられる国土専門委員会（第 6 回）資料

（2017 年 9 月 26 日 [http://www.mlit.go.jp/
common/001203324.pdf]）ほか

	28）	FM よみたんウェブサイト
[http://www.fmyomitan.co.jp/]

	29）	中京大学の加藤晴明教授のゼミで 2014 年に
行った村民への調査では，村民の 83.7％が放送
を聞いていたとの結果もある

	30）	京都放送『あぐり京都』，テレビ信州『あぐり
サプリ』，くまもと県民テレビ『くまもとアグ
リのチカラ』，日本海テレビ『鳥取あぐりヌー



31MARCH 2019

ヴォー』等。北海道放送の『あぐり王国北海道
NEXT』は香港の公共放送でも放送されている

	31）	桒原善雄（新潟県十日町市 産業観光部産業政
策課営業戦略係係長）「着地型観光 TV 番組で
誘客に活路」（「事業構想オンライン」事業構想
大学院大学）。自治体は番組とタイアップする
ためには 300 万円の予算化が必要

	32）	ONE FOR AKITA
[http://www.saveakita.or.jp/]

	33）	中海テレビが運営する NPO 法人のウェブサイト
[http://gozura101.chukai.ne.jp/nakaumi/]

	34）	詳細は「ケーブル・アワード 2017」資料
[https://www.catv-jcta.jp/jcta/iframe/catv_
award2017/images/page/prize/prize_no02.pdf]

	35）	NHK BS1『ザ・ディレクソン』ウェブサイト
[https://www4.nhk.or.jp/directhon/]

	36）	「NHK経営計画（2018-2020年度）要約版」P2
[http ://www3.nhk.or . jp/pr/keie i/plan/
pdf/2018-2020_yoyaku_02.pdf]

	37）	番組放送中のテレビ画面に“L字型”で表示され
る文字情報のこと

	38）	KBC，MBC とも創立は 1953 年
	39）	東名阪広域局を除くローカル局の自社制作比率

の平均は約 10％（民放連調べ）
	40）	ケーブルテレビ連盟ウェブサイト「ケーブルサー

ビス Q&A」より
[https://www.catv-jcta.jp/p/service/faq.html]

	41）	注 17 参照　P44
	42）	http://www.local-first.jp/company/
	43）	筆者の傍聴メモより。曽我部構成員からは「優

れた番組作りとそれが県域免許であることの関
係性について理解できない」とのコメントが
あった

	44）	筆者の傍聴メモより。中村（秀）構成員は，支援
策として民放の見逃し配信のポータルサイトTVer
の運営コストを民間事業ではなく国が行うべき
だ，という意見を述べた

	45）	日本ケーブルテレビ連盟のコミュニティーチャンネ
ルに関するアンケート（2017年8〜9月実施，183
社201局回答）。回答社に限りがあるため，あく
まで参考値

	46）	情報通信政策フォーラム開催のセミナー「電波改
革はどこまで進んだのか：小林前大臣政務官に
聞く」（2018 年12月18日開催）で，自民小委のメ
ンバーの1人，小林史明議員（前総務大臣政務
官）は，「ローカル民放の再編や経営統合につい
ては，地域のケーブルテレビをどう巻き込むかが
重要」「今後，地域のインフラを握るのはケーブ
ルテレビ」との見解を述べている

	47）	愛媛県の南海放送と愛媛 CATV，大分放送と
J:COM 大分ケーブルテレコム，KBC とJ:COM
九州，NHK 新潟放送局と上越ケーブルビジョン
等

	48）	総務省・諸課題検「第二次取りまとめ（概要）」
P1

（2018 年 9 月 28 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000576054.pdf]）

	49）	注 48）P4 参照
	50）	https://www.j-ba.or.jp/category/topics/

jba102681
	51）	2014 年 6 月の放送法改正により，NHK ではイン

ターネット活用業務の範囲拡大が可能となったが，
業務実施にあたっては，NHK は「インターネット
実施基準」を策定し，総務大臣の認可を受けた
うえで実施することとなった。対象となる業務に
ついては，各事業年度の開始前に「インターネッ
トサービス実施計画」を策定・公表し，これに則っ
て実施する。インターネット活用業務の受信料収
入上限 2.5％については，法改正後の 2015 年 2
月 9 日に認可された実施基準の中で示されている
[http://www.soumu.go.jp/main_content/
000340237.pdf]

	52）	NHK「指摘事項への対応について」（総務省・
諸課題検資料

（2018 年 11 月 30 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000587336.pdf]）

	53）	総務省・諸課題検「第 21 回議事録」P5
（2018 年 11 月 30 日 [http://www.soumu.go.jp/
main_content/000589414.pdf]）

	54）	[https://www.nhk.or. jp/mediaplan/pdf/
jisshikijun.pdf

	55）	[ h t t p s : / /www . n h k . o r . j p /med i a p l a n /
jissikeikaku.html

	56）	NHK「インターネット実施基準要綱について」
（2014 年 10月29日[https://www.nhk.or.jp/keiei-
iinkai/giji/shiryou/1223_sonota01-2.pdf]）

	57）	村上圭子「メディア・フォーカス／ NHK インター
ネット実施基準案を総務省に認可申請」（『放送
研究と調査』2015 年 1 月号）

	58）	共同通信「NHK 常時配信費，年間 50 億円 就
任 3 年目の上田会長」（2019 年 1 月 25 日）

	59）	消費税率引き上げが行われる 2019 年 10 月に受
信料額を改定せず，実質 2％値下げし，2020 年
10 月から地上契約と衛星契約を 2.5％値下げする
ことで，計 4.5％となる

	60）	http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/
detail2?id=87281

	61）	「NHK 経営計画　2018-2020 年度（2018 年 11 月
修正）」P31　 

	62）	注 6）参照
	63）	NHK 受信料制度等検討委員会「平成 29 年 2 月

27 日付け諮問第 1 号「常時同時配信の負担の
あり方について」答申」

（2017 年 7 月 25 日 [https://www.nhk.or.jp/pr/
keiei/kento/toshin/pdf/01toushin.pdf]）

	64）	放送法第 1 条で「放送の不偏不党，真実及び自
律を保障することによって，放送による表現の
自由を確保すること」と定められている


